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Ø超高齢化、少子化により、労働力人口は減少傾向が続いている。
Ø労働力人口の減少による、企業の人手不足感は企業規模や業種を問わず影響を与えており、改善に向けた対
策は喫緊の課題。
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＜図１労働力人口推移＞ ＜図２雇用人員判断DI（大企業・中小企業）＞

出所：総務省「労働力調査（就業状態別15歳以上人口）」 出所：日銀短観 雇用人員判断※「過剰」－「不足」で計算

１．人手不足について

（万人）
（％）
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２．人手不足について（日商調査）

Ø日商調査が行った「人手不足への対応に関する調査」結果においても、回答企業の半数以上で人手が「不足
している」と回答。
Ø人手が不足している企業を業種別に見ると「介護・看護」「運輸業」「建設業」と続く。
Øまた、若年者を採用するための取り組みについて聞いたところ、「高卒、専門卒の新規学卒者の求人を積極
的に行った」が最も多い結果となった。
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高卒、専門卒の新規学卒者の求人を積極的に行った

合同会社説明会などに参加した

初任給の引上げを行った

その他

インターンシップを積極的に受け入れた

大卒、大学院卒の新規学卒者の求人を積極的に行った（既卒３年以内を含む）

学校（教員・職員等）とのつながりを強化した

無回答

＜図３人員の過不足状況について＞

n =2,625
（％）

n =1,299＜図４「不足している」と回答した企業の割合※無回答除く＞

（％）

＜図５若年者を採用するための取り組みについて【複数回答】＞ n =2,625

（％）

出所：日本商工会議所 「人手不足への対応に関する調査」（2015年）
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３．政府の対応について

ア）募集・
採用に関
する状況

過去３年間の新卒採用者数・離
職者数

過去３年間の新卒採用者数の男
女別人数

平均勤続年数

イ）職業能
力の開発・
向上に関
する状況

研修有無及び内容

自己啓発支援の有無及び内容

メンター制度の有無

キャリアコンサルティング制度の
有無及び内容

社内検定等の制度の有無及び
内容

ウ）企業に
おける雇
用管理に
関する状

況

前年度の月平均所定外労働の
実績

前年度の有給休暇の平均取得
日数

前年度の育児休業取得対象者
数・取得者数（男女別）

役員に占める女性の割合及び管
理的地位にある者に占める女性
の割合

Ø採用時の企業側における情報提供のあり方については、政府において若年者雇用対策に向けた新法（「若者
雇用促進法」）を昨年９月に制定。
Ø新卒者の採用時において、新卒者からの求めに応じ３類型を企業側が提出することと定められた。

＜図６若者雇用対策法 概要＞ ＜情報提供項目＞

出所：厚生労働省 若年者雇用対策室資料を事務局にて改定
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４．若年者の離職問題について

Ø新卒者の３年以内離職率を見ると、高校卒で４割、大学卒で３割が離職している。
Øまた、厚生労働省調査（若年者雇用実態調査）では、「初めて勤務した会社をやめた理由」として「仕事が
自分に合わない」といった回答が上位に挙がっている。
Øこのような問題の解決策としては、企業情報の提供により、企業と求職者のミスマッチを防ぐことが重要。
Øしかしながら、企業規模により状況が異なることから、離職率等数値化された情報のみに力点を置くことは
望ましくない。
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＜図７新規学卒者の3年以内離職率無業者の推移（H24）＞

65.3

40.0 41.5
32.3

（％）

出所：厚生労働省 若年者雇用対策室資料を事務局にて改定
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労働時間・休日・休暇の条

件がよくなかった

人間関係がよくなかった

仕事が自分に合わない

賃金の条件がよくなかった

その他

＜図８初めて勤務した会社をやめた主な理由（上位5項目を抽出）＞
（％）

出所：厚生労働省「平成25年若年者雇用実態調査（個人調査）」



５．商工会議所の取組みについて

Ø全国の各地商工会議所では、インターンシップ支援や合同会社説明会の開催などを通じて、企業と求職者の支
援を実施している。
Ø企業情報の提供も然ることながら、先ずは、企業と求職者のマッチングの場を設けることが優先であり、その
支援も併せて必要。

※大学１・２年生を対象に、中小企業の「会社ツアー」や「仕事観察」などを東商会員企業で体験するプログラム。 5

＜東商リレーションプログラム※＞

学生を前に挨拶する前田委員長（㈱資生堂相談役）

平成８年に、桑名商工会議所が橋渡し役となり、桑名工業
高校の生徒が地域企業に出向く「産業現場実習（インター
ンシップ）」がスタート。高い技術力を持つ社員の指導を
仰ぎ、現場実習を通じて日頃学んだ技術をより高め、地域
企業の重要性を知ることによって職業観・勤労観を醸成す
る取組みは「桑名方式インターンシップ（デュアルシステ
ム）」と呼ばれ、商工会議所・企業・学校が一体となった
事業として注目を集めた。
三重県商工会議所連合会では、同方式を広めるため、企業、
高校、行政など地域のキャリア教育機関が一同に会する
「キャリア教育推進地域連携会議」を発足させ、現在では
９地域に拡大。

東京商工会議所は、就職活動が始まる大学3年生からで
はなく、早い段階で学生の職業観の醸成や、企業につい
ての理解を深め、入社後のミスマッチなどを防ぐことを
狙いに、「東商リレーションプログラム」を平成27年度
から実施。目的に賛同する企業と大学との仲介役を担っ
ている。
※リレーションプログラム 受入企業：9社

同連携大学：5校

＜桑名方式インターンシップ（デュアルシステム）＞

実際に企業の機械を使って作業を体験する様子


